建設現場における遠隔臨場に関する特記仕様書（別紙２）
注）発注方式、工事種別、計上機器を踏まえ加筆修正し使用する。

【発注者指定方式/受注者希望方式】

１．本工事は、受発注者の作業効率化を図ることを目的として、【発注者指定方式/受注者希望方式】により遠隔臨場を実施する対象工事である。

２．建設現場における遠隔臨場の実施
「建設現場における遠隔臨場の実施」は、受発注者の作業効率化を目的として、ウェアラブルカメラ等による映像と音声の双方向通信により、「施工状況検査」・「材料検査」・「立会」（以下、「段階確認等」という）を行うものである。なお、遠隔臨場は、『大阪港の建設現場における遠隔臨場実施要領（案）』に基づき実施するものとする。実施要領は、大阪市大阪港湾局のホームページから入手できる。
※大阪市ホームページ「大阪港の建設現場における遠隔臨場に関する実施要領」
(https://www.city.osaka.lg.jp/port/page/0000684474.html)

３．遠隔臨場を適用する工種、確認項目
遠隔臨場を適用する工種、確認事項ついては、受発注者間にて協議の上、選定する。
なお、実施にあたっては、国の「建設現場における遠隔臨場　事例集」等を参考にすること。

４．実施内容
（1） 段階確認等
1 受注者がウェアラブルカメラ等により撮影した映像と音声を監督員等へ同時配信を行い、双方向の通信により会話しながら段階確認等を実施するものとする。
2 受注者は、遠隔臨場において映像・音声を配信するのみとし、原則として録画・録音は行わない。ただし、監督職員等の指示に従い、遠隔臨場の映像（実施状況）を画面キャプチャ等で適宜記録し、施工管理記録として提出すること。また、写真管理については、「写真管理基準」に基づき実施するものとするが、遠隔臨場による立会者氏名を工事黒板に記載するなど留意し撮影を行うこと。
3 ウェアラブルカメラ等とは、ヘルメットや体に装着や着用可能なデジタルカメラの総称であり使用製品を限定するものではなく、ハンディタイプの一般的な AndroidやiPhone等のモバイル端末を使用することも可能である。
4 動画撮影にあたっては、撮影者の安全を確保するため、いわゆる「歩きスマホ」（カメラを手に持って歩きながら撮影）は行わず、静止して撮影する、又はカメラを撮影者のヘルメットや胸ポケットに付ける等、安全に配慮すること。

（2） 機器の準備
遠隔臨場に必要な機器等は、受注者が手配すること。

（3） 遠隔臨場を中断した場合の対応
電波状況等により遠隔臨場が中断された場合の対応について、事前に受発注者間で協議を行うこと。対応方法に関しては、現場臨場への変更のほか、確認箇所を画像・映像で記録したものをメール等の代替手段で共有し、監督職員等は机上確認することも可能とする。
なお、本項目は受発注者間で協議し、別日の現場臨場に変更することを妨げるものではない。

（4） 効果の検証
受注者は、遠隔臨場を通じた効果の検証及び課題の抽出に関するアンケート調査に協力するものとする。詳細は、監督職員等の指示による。

（5） 費用
＜発注者指定の場合＞
[bookmark: _Hlk221529528][bookmark: _Hlk235779037]遠隔臨場にかかる費用については、【準拠基準によって選択：技術管理費/共通仮設費】に、遠隔臨場に要する主要な機器（【計上した機器を明記：ウェアラブルカメラ】）の購入費を計上している。これによりがたい場合、監督職員と協議することとするが、原則として設計変更は行わない。
＜受注者希望の場合＞
遠隔臨場にかかる費用については、追加で必要となる経費は受注者負担とすること。

（6） 不正行為
遠隔臨場において故意に不良箇所を撮影しない等の不正行為等を行った場合は、『建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準』等の最新の基準に従い、監督処分の対象となる場合がある。
